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特集／みんなが、子育てしやすい国へ。
　　　「子ども・子育て支援新制度」がスタートします。
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巻頭言 共同参画に寄せて

Foreword

日本商工会議所
会頭
三村 明夫

　急速な生産年齢人口の減少が見込まれる我が国では、多様な人材が活躍で
きる社会の構築が大きな課題となっています。
　日本商工会議所では、この構造的な課題に対応するべく、本年10月に、
「人口減少への対応に関する意見」を取りまとめ、人口減少対策の3本の柱と
して、「地域の再生・創生」、「女性と高齢者の活躍推進」、「結婚・出生率向
上に向けた環境整備」を政府の関係機関等に提言しました。
　中でも、女性の活躍を推進することは、労働力の貴重な担い手となるばか
りでなく、多様な価値観や感性により企業経営に好影響をもたらし、企業の
活力や生産性を高めるものと期待されています。
　商工会議所では、とりわけ中小企業における女性の活躍推進という観点か
ら、女性の学び直し支援、創業支援などに取り組むとともに、女性の社会進
出を促進する社会保障、税制の見直しにも力を入れています。男女を問わ
ず、働く意欲のある方が「全員参加」し、その能力を存分に発揮できる社会
の実現を目指してまいりましょう。Mimura Akio

主な予定
Schedule

12月3日 防災・復興における女性の参画とリーダーシップに関するシンポジウム及び
展示会（福島県福島市）

12月4日～10日 国家公務員セクシュアル・ハラスメント防止週間

12月11日 「北京＋20」に向けて－アジア・太平洋地域レビュー等について－聞く会
（第3回）（東京都港区）

12月12日他 働き方の見直しや家事・育児参画を職場や地域等で先導する「キーパーソン
（男性）」、及びキーパーソンを支える「支援者（男女）」のための「キーパーソ
ンセミナー」（東京、大阪）

12月13日 シンポジウム「働くことについて考える～ウィメンズラウンドテーブル in 
宮崎」（宮崎県宮崎市）

12月21日 国・地方連携会議ネットワークを活用した男女共同参画推進事業「あなたが
創る未来に向けて～理系の資格と仕事～」（愛知県名古屋市）

12月23日 国・地方連携会議ネットワークを活用した男女共同参画推進事業「地域とつ
ながって研究者の研究力を育てよう～活かしてみよう、あなたのこれまでの
キャリア」（東京都文京区）
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みんなが、子育てしやすい国へ。
「子ども・子育て支援新制度」がスタートします。

内閣府 政策統括官（共生社会政策担当）

　平成27年4月、幼児期の学校教育
や保育、地域の子育て支援の量の拡
充や質の向上を進めていく「子ど
も・子育て支援新制度」が本格スタ
ートします。ここでは、新制度につ
いて、主に利用者の方々の視点に立
ち、制度の概要を御紹介します。

「子ども・子育て支援新制度」
の趣旨

　平成24年8月、日本の子ども・子
育てをめぐる様々な課題の解決を図
っていくため、子ども・子育て関連
3法が成立しました。これに基づい
て、幼児期の学校教育や保育、地域
の子育て支援の量の拡充や質の向上
を進めていく「子ども・子育て支援
新制度」が、平成27年4月に本格ス
タートします。この新制度の実施の
ために、消費税率引上げによる増収
分から、毎年7,000億円程度が充て

られることとされています。
　貴重な財源を効果的に活用するた
め、新制度では、以下のような取組
を進めていくこととしています。
• 幼稚園と保育所の良いところを一
つにした「認定こども園」の普及
を図ります。
• 保育の場を増やし、待機児童を減
らして、子育てしやすい、働きや
すい社会にします。
• 幼児期の学校教育や保育、地域の
様々な子育て支援の量の拡充や質
の向上を進めます。
• 子どもが減ってきている地域の子
育てもしっかり支援します。

子育て支援の
「量の拡充」と「質の向上」

　新制度では、子育て支援を必要と
するすべての家庭が利用できること
を目指し、子どもの年齢や親の就労

状況等に応じた多様な支援を用意
し、教育・保育や子育て支援の選択
肢を増やしていくこととしています。
具体的には、仕事や介護等で子ども
をみられない日が多い家庭には、従
来の保育所や認定こども園に加え、
待機児童の多い0～2歳児が利用でき
る小規模保育や家庭的保育等を新た

新制度シンボルマーク
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「子ども・子育て支援新制度」が、平成27年4月に本格スタートします。
今回は、新制度の概要について、主に利用者の方々の視点に立ち、御
紹介します。

に認可事業として位置付け、地域の
実情に応じて供給を確保していくこ
ととしています。また、普段家にい
て子どもと一緒に過ごす日が多い家
庭についても、幼稚園や認定こども
園における教育・保育（3～5歳児が
対象）のほか、急な用事や短期のパ
ートタイム就労等の際に利用できる
一時預かりや、気軽に親子の交流が
できる地域子育て支援拠点等を、地
域の実情に応じ増やしていくことと
しています。

　質の向上に関しては、例えば、幼
稚園や保育所、認定こども園等で職
員1人が担当する子どもの数を改善
し、子どもたちにより目が行き届く
ようにする、職員の処遇改善を行
い、職場への定着及び質の高い人材
の確保を図る、18時半を超えて開所
する放課後児童クラブについて必要
な費用を支援することで、小学校入
学を機に仕事と育児の両立が困難に
なる「小1の壁」の解消を図る等の
取組を進めていくこととしています。

新制度で増える教育・保育の場

　新制度で教育・保育の場が増える
ことについては前述のとおりです
が、ここでは各施設等の特徴を説明
します。
　まず、小学校就学前の施設として
は、これまで幼稚園と保育所の2つ
が多く利用されてきました。
　新制度では、幼稚園や保育所に加
えて、両方の良さをあわせ持つ「認
定こども園」を、地域の実情に応じ
て、普及を図ることとしています。
　認定こども園のポイントとして
は、以下の3点が挙げられます。
① 　保護者の働いている状況に関わ
りなく、3～5歳のどの子どもも、
教育・保育を一緒に受けることが
できます（※なお、0～2歳の子ど
もが認定こども園に通園する場合
は、「保育認定」を受けることが
必要です（5ページ参照））
② 　保護者が働かなくなった等、就
労状況が変わった場合も、通いな
れた園を継続して利用できます。
③ 　子育て支援の場が用意されてい
て、園に通っていない子どものご
家庭も、子育て相談や親子の交流
の場等に参加できます。

　また、新制度では、新たに少人数
の子どもを保育する「地域型保育」
事業を創設し、待機児童の多い都市
部、子どもが減っている地域の双方
で身近な保育の場を確保していくこ
ととしています。
　この地域型保育には、以下の4つ
のタイプがあり、多様な施設等から
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な場合や、施設がなくなった地域で
保育を維持する必要がある場合等
に、保護者の自宅で、1対1で保育を
実施します。

地域の子育て支援の充実

　新制度では、共働き家庭だけでな
く、すべての子育て家庭を支援する
ため、地域の子育て支援に関する
様々な事業の充実が図られています
（地域子ども・子育て支援事業）。
　以下、これらの事業のうち、主な
ものについて御紹介します。

利用者支援
　子育て家庭が個別のニーズに合わ
せて、幼稚園・保育所等の施設や地
域の子育て支援事業等から必要な支
援を選択して利用できるよう、地域

子育て支援拠点等、子どもや保護者
の身近な場所で専任の職員が情報の
提供や相談・助言、関係機関との連
絡調整を行います（下図）。

地域子育て支援拠点
　公共施設や保育所等、地域の身近
なところに、気軽に親子の交流がで
きる場所を開設し、行政やNPOなど
多様な主体が担い手となって、子育
てについての相談等の援助を行いま
す。

妊婦健康診査
　妊婦の健康保持及び増進を図るた
め、妊婦に対する健康診査として、
健康状態の把握、検査計測、保健指
導を実施するとともに、妊婦期間中
の適時に必要に応じた医学的検査を
実施します。

利用者が選択できる仕組みとしてい
ます。

①　家庭的保育（保育ママ）
　家庭的な雰囲気のもとで、少人数
（定員5人以下）を対象にきめ細かな
保育を実施します。

②　小規模保育
　少人数（定員6～19人）を対象に、
家庭的保育に近い雰囲気のもと、き
め細かな保育を実施します。

③　事業所内保育
　会社の事業所の保育施設等で、従
業員の子どもと地域の子どもを一緒
に保育を実施します。

④　居宅訪問型保育
　障害・疾患等で個別のケアが必要

利用者支援事業のイメージ
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乳児家庭全戸訪問
　生後4か月までの乳児のいる全て
の家庭を訪問し、子育て支援に関す
る情報提供や養育環境等の把握を行
います。

養育支援訪問
　養育支援が特に必要な家庭を訪問
し、養育に関する指導・助言等を行
うことにより、家庭の適切な養育の
実施を確保します。

ファミリー・サポート・センター
　子どもの預かり等の援助を受ける
ことを希望する方と、援助を行うこ
とを希望する方とが相互に助け合う
活動に関する連絡、調整を行いま
す。

一時預かり
　急な用事や短期のパートタイム就
労等、子育て家庭の様々なニーズに
合わせて、子どもを一時的に預かり
ます。認定こども園、幼稚園、保育
所、地域子育て支援拠点等で実施さ
れます。

病児保育
　病中・病後の子どもを、保護者が
家庭で保育できない場合に、病院・
保育所等に付設されたスペース等で
保育を行います。

放課後児童クラブ
　保護者が昼間家庭にいない児童
（小学生）が、放課後に小学校の余
裕教室、児童館等で過ごすことがで
きるようにしている取組です。新制

度では、職員や施設・設備について
新たに基準を設け、質の向上を図っ
ていくこととしています。また、小
学校6年生まで対象となります。

新制度の実施主体

　施設等を通じた教育・保育の提供
や地域子ども・子育て支援事業は、
住民に最も身近な市町村が中心とな
って進めることとされています。市
町村は、子育て家庭の状況及び子育
て支援に対する住民ニーズを把握し
た上で、「市町村子ども・子育て支
援事業計画」を策定し、5年間の計
画期間において、ニーズに見合った
子育て支援の確保方策を示すことと
されています。
　また、市町村は、子ども・子育て
支援にかかわる多様な主体が施策の
策定プロセス等に参画・関与できる
よう、合議制の機関（地方版子ど
も・子育て会議）を設置するよう努
めることとされており、上記の計画
策定等に当たって意見を聴くことと
されています。

3つの認定区分

　以下、施設等（幼稚園、保育所、
認定こども園、地域型保育）を利用
するに当たっての手続等について、
新制度で変わる部分を中心に御紹介
します。
　新制度では、施設等を利用するに
当たり、それぞれの子どもごとに、
利用のための「認定」を市町村から
受けることとされています。この

「認定」には、3つの区分があり、こ
れに応じて施設等の利用先が決まっ
ていきます。
　具体的には、下図のとおり、子ど
もが満3歳以上で幼稚園等での教育
を希望される場合は、「教育標準時
間認定」（1号認定）となります。ま
た、家庭での保育が難しく、保育所
等での保育を希望される場合は「保
育認定」が必要となり、そのうち満
3歳以上は「2号認定」、満3歳未満は
「3号認定」となります。

　保育所等での保育を希望される場
合の保育認定（2号認定、3号認定）
に当たっては、以下の3点が考慮さ
れます。
　一つ目は、保育を必要とする事由
です。
　新制度では、フルタイムのほか、
パートタイムや夜間の就労も保育の
必要性の事由に該当することとされ
ました。また、求職活動や就学の場
合や、育児休業取得時に、既にきょ
うだいが保育を利用していて継続利
用が必要な場合も、保育の必要な事
由になります（6ページ）。
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　二つ目は、保育の必要量です。
　保育認定は、保育の必要量に応じ
て、「保育標準時間認定」と「保育
短時間認定」のいずれかに区分され
ます。
　保育標準時間認定は、就労を理由
とする利用の場合、フルタイムの就
労を想定しているものであり、1日
当たり最長11時間の利用が可能とさ
れています。
　保育短時間認定は、就労を理由と
する利用の場合、パートタイムの就
労を想定しているものであり、1日
当たり最長8時間の利用が可能とさ
れています。
　なお、保育短時間利用が可能とな
る保護者の就労時間の下限は、1か
月当たり48～64時間の範囲で、市町
村が定めることとされています1。
　三つ目は、優先利用への該当の有
無です。
　ひとり親家庭、生活保護世帯、生
計中心者の失業、子どもに障害があ

る場合等には、保育の優先的な利用
が必要と判断される場合があります。

新制度の利用の流れ

　幼稚園等の利用を希望される場合
（1号認定を受けて認定こども園を利
用する場合を含む。）、まず希望する
幼稚園等に、直接利用申込みをしま
す。入園が内定したら、園を通じて
1号認定の申請をします。
　その後、内定した園を通じて市町
村から認定証（1号認定）が交付さ
れ、幼稚園等との契約をすることに
なります。
　保育所等の利用を希望される場合
（2号、3号認定を受けて認定こども
園を利用する場合を含む。）は、ま
ず、市町村へ保育の認定を申請しま
す。
　市町村から認定証（2号、3号認
定）が交付された後、利用を希望す
る保育所等の施設名等を記載し、市

1 　経過措置として、新制度の施行後10年間については、48～64時間の範囲に限定せず、市町村が定める時間を下限とすることができること
とされています。

新制度における
「保育の必要性」の事由
　以下のいずれかの事由に該当すること
①就労
　• フルタイムのほか、パートタイ
ム、夜間など基本的にすべての就
労（一時預かりで対応可能な短時
間の就労は除く）

②妊娠、出産
③保護者の疾病、障害
④ 同居又は長期入院等している親族の
介護・看護
　• 兄弟姉妹の小児慢性疾患に伴う看
護など、同居又は長期入院・入所
している親族の常時介護、看護

⑤災害復旧
⑥求職活動
　•起業準備を含む
⑦就学
　• 職業訓練校等における職業訓練を
含む

⑧虐待やDVのおそれがあること
⑨ 育児休業取得時に、既に保育を利用
している子どもがいて継続利用が必
要であること
⑩ その他、上記に類する状態として市
町村が認める場合

　※下線部が新たに加えられた事由
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町村に申込みます。なお、保育認定
の申請と利用希望施設の申込みを同
時にできる市町村もあります。市町
村では、申請者の希望や保育所等の
状況により、利用調整を行います。
利用先が決まった後に、申請者は契
約をすることになります。
　なお、現在子どもが幼稚園や保育
所に通っていて、新制度がスタート
する平成27年度も引き続き施設を利
用される場合も、この認定を受けて
いただくこととされています。

利用者負担について

　新制度における保育料は、国が定
める上限額の範囲内で、それぞれの
市町村が定めることとされていま
す。保育料の上限額は、おおむね現
行の私立幼稚園・保育所の実質的な
利用者負担水準と同程度としていま
す2。

幼稚園、認定こども園（1号認定）
を利用
　新制度導入前に幼稚園や認定こど
も園を利用していた子どもについて
は、左下図のように、一旦、一律の
保育料を支払った後、就園奨励費等
でキャッシュバックを受けていまし
た。
　新制度導入後、教育標準時間認定
（1号認定）を受けた子どもの保育料
は、所得の階層ごとに、国が定める
保育料を上限として、市町村が定め
ることとされています。

保育所、認定こども園（2号、3号
認定）、小規模保育（3歳未満のみ）
　保育認定（2号、3号認定）を受け
た子どもの利用者負担も教育標準時
間認定と同様、所得の階層ごとに定
める保育料を上限として、市町村が
定めることとされています。
　なお、保育認定の場合は、保育標

準時間認定と保育短時間認定の2つ
の区分に応じ、国が定める保育料の
上限額は異なるものとされています。

新制度の詳しい内容について

　新制度のさらに詳しい内容は「内
閣府子ども・子育て支援新制度」の
ホームページに掲載されています。
また、SNSでも新制度に関する情報
を随時発信しています。
　是非、ご覧ください。

ホームページ

ツイッター

フェイスブック

2 　なお、ここで御説明する保育料とは別に、実費徴収分（通園送迎費、給食費等）及び特定負担額（教育・保育の質向上を図るための費
用）が必要となる場合があります。

内閣府のHPでパンフレットを
ダウンロードできます！
是非ご覧ください！
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幹事会

推進室設置

本部開催

T O P I C S Part 1

行政施策トピックス

1． すべての女性が輝く
社会づくり本部の設置

　2014年10月3日、様々な状況に置かれた
女性が、自らの希望を実現して輝くこと
により、最大の潜在力である「女性の力」
が十分に発揮され、社会の活性化につな
がるよう、「すべての女性が輝く社会づ
くり本部」（本部長：総理、本部員：全
閣僚）が設置されました。また、同本部
の下に、関係府省の局長級からなる幹事
会が設置されるとともに、これらの事務
局として、内閣官房にすべての女性が輝
く社会づくり推進室が置かれました。
　10月10日には、「すべての女性が輝く
社会づくり本部」第1回会合が開催され、
「すべての女性
が輝く政策パッ
ケージ」（概要
は前号を参照）
が決定されまし
た。

2． すべての女性が輝く
社会づくり推進室の
看板掛けと職員への訓示

　10月15日には、安倍総理、有村女性活
躍担当大臣による、看板掛けと職員への
訓示が行われました。 安倍総理からは、
「あらゆる立場の女性、すべての女性が
輝く社会をつくっていきたいと思います。
もちろん、家庭で頑張っている人も、仕
事をしながら頑張っている人も、様々な
困難を抱えながら一生懸命頑張っている
女性も、そういう、すべての人たちが輝
けるような、そういう社会をつくってい
きたいと思います。（中略）女性の皆さ
んにとって、日本はもっと住みやすい場
所に変わっていく、より良い場所になっ

ていく。女性だけではなくて、すべての
日本人にとって、日本はもっと良い国に
なっていく。そ
の変革を進めて
いく、ここは司
令塔になりま
す。」との訓示
がありました。

3． すべての女性が輝く
社会づくり本部幹事会 

　10月23日、すべての女性が輝く社会づ
くり本部幹事会第1回会合が開催されま
した。冒頭、有村女性活躍担当大臣より、
「東日本大震災を経験したことで、国民
は何気ない日々の暮らしが最大の幸せの
原点であることを再認識した。家族への
『行ってきます。』と家族からの『お帰り
なさい。』が聞けることが幸せの原点に
ある。日々の暮らしの1日1日を幸せに、
QOLを向上させていくことが、国民の将
来に貢献
できるこ
とである」
旨、ご発
言があり
ました。

4．今後の予定
　この本部が司令塔となり、「すべての女
性が輝く政策パッケージ」に基づき様々
な状況にある女性を応援する施策を推進
していきます。また、女性の日々の暮ら
しが穏やかでより快適で安心・安全なも
のとなるように、女性の「暮らしの質」を
高めるための官民の取組についても検討
進めます。さらに、「女性活躍推進法案」
の成立に向けた努力を続けていきます。

すべての女性が輝く
社会づくり本部の設置について
内閣官房
　すべての女性が輝く社会づくり推進室
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ジェンダー・ギャップ指数（2014）
各分野の日本の順位と比較

ジェンダー・ギャップ指数（2014）
主な国の順位

※ GGI、GII、GDI及びHDIに関して
より詳しく知りたい方は、下記
のサイトをご参照ください。

GGI
（Global Gender Gap Report 2014）

GII、HDI及びGDI
（Human Development Report 2014）

T O P I C S Part 2

行政施策トピックス

順位 国　　　名 値
1 ア イ ス ラ ン ド 0.8594
2 フ ィ ン ラ ン ド 0.8453
3 ノ ル ウ ェ ー 0.8374
4 ス ウ ェ ー デ ン 0.8165
5 デ ン マ ー ク 0.8025
6 ニ カ ラ グ ア 0.7894
7 ル ワ ン ダ 0.7854
8 ア イ ル ラ ン ド 0.7850
9 フ ィ リ ピ ン 0.7814
10 ベ ル ギ ー 0.7809
11 ス イ ス 0.7798
12 ド イ ツ 0.7780

14 オ ラ ン ダ 0.7730

16 フ ラ ン ス 0.7588

19 カ ナ ダ 0.7464
20 米 国 0.7463

26 英 国 0.7383

69 イ タ リ ア 0.6973

75 ロ シ ア 0.6927

87 中 国 0.6830

104 日 本 0.6584

117 韓 国 0.6403

世界経済フォーラムが
「ジェンダー・ギャップ
指数2014」を公表
内閣府男女共同参画局総務課

　世界経済フォーラム（World Economic 
Forum）が平成26年10月、「The Global 
Gender Gap Report 2014」において、各
国における男女格差を測るジェンダー・
ギャップ指数（Gender Gap Index：GGI）
を発表しました。本指数は、経済分野、
教育分野、政治分野及び保健分野のデー
タから作成され、0が完全不平等、1が完
全平等を意味しています。2014年の日本
の順位は、142か国中104位（2013年は
136か国中105位）であり、昨年に比べて
一つ順位が上昇しました。その理由とし
ては、労働参加率の男女比等経済分野の
スコアが改善したことによると考えられ
ます。
　なお、各国における男女格差を測る主
な国際的指数としては、他に国連開発計
画（UNDP）のジェンダー不平等指数
（Gender Inequality Index：GII）やジェ
ンダー開発指数（Gender Development 
Index：GDI） があります。
　GIIは、保健分野、エンパワーメント、
労働市場の3つの側面から構成されてお
り、平成26年7月に「Human Development 
Report 2014（人間開発報告書2014）」で
公表された2013年の日本の順位は152か
国中25位でした。日本の順位は、日本が
優位な妊産婦死亡率などの指標が評価さ
れた結果と考えられます。他方GDIは、
「長寿で健康な生活」、「知識」及び「人
間らしい生活水準」という人間開発の3
つの側面を測る人間開発指数（Human 
Development Index：HDI）の男女別の
比率により示されるもので、「人間開発
報告書2014」で公表された2013年の日本
の順位は148か国中79位でした。
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○ 女性の活躍推進に関する最近の
　施策の動きについて説明する
　武川恵子内閣府男女共同参画局長

○全体会議の様子
　約100名の議員に参加いただき、
活発な意見交換が行われた。

○ 内閣府と推進連携会議が共同で
　作成したパンフレット
　「ひとりひとりが幸せな社会のために」

T O P I C S Part 3

行政施策トピックス

　男女共同参画推進連携会議（以下「連
携会議」）は、各界各層の議員が広く情報・
意見交換を行い、必要な連携を図り、男
女共同参画に関する国民的な取組を推進
するため、平成8年9月3日に発足しました。
　現在、18人の有識者議員と、全国で活
動を展開している各界各層の団体から推
薦された95人の議員で構成されており、
男女共同参画社会の実現に向けた取組を
積極的に推進しています。
　今回は、平成26年10月3日（金）に、中
央合同庁舎8号館講堂（東京・千代田区）
にて、開催された第33回全体会議の議事
内容について報告します。

■平成25年度活動報告
　会議冒頭、有村女性活躍担当大臣か
ら、「『全ての女性が生き方に自信と誇り
を持ち、輝くことができる社会』をつく
るため、引き続き連携会議の皆様の継続
的な支援と協力をお願いしたい」という
メッセージが送られました。続いて大日
向雅美議長（恵泉女学園大学大学院平和
学研究科教授）から推進連携会議主催の
「聞く会」（国際関係を中心に時宜に応じ
た男女共同参画トピックや、政府の取組
についての情報発信・一般との意見交換
を実施する会）の開催状況など全体的な
活動報告があり、さらに3つの小グルー
プ（チーム）から活動に関する中間報告
が行われました。

■ 「国際的に連携した女性のエンパワー
メント促進」チーム

　國井秀子議員（芝浦工業大学学長補
佐）より、国連グローバルコンパクトと
UN Womenが作成した「女性のエンパ
ワーメント原則（WEPs）」を国内の企
業経営者等に周知した結果、日本企業の
WEPs署名数が増加したこと、昨年度チ

男女共同参画推進連携会議
全体会議開催
 内閣府男女共同参画局総務課

ームで開発した署名企業が自己点検する
チェックツール「WEPs問診票」が引き続
き活用されていることが報告されました。

■「女性の起業支援」チーム
　横田響子議員（株式会社コラボラボ
（女性.net）代表取締役）より、女性起業
家支援団体等を招き、取組や課題につい
て共有を行ったことや、今後チームメン
バー連携による起業家支援について検討
していくことが報告されました。

■ 「男女共同参画の視点からの防災・復
興の取組推進」チーム

　大日向雅美議長より各団体の防災復興
に関する取組について報告を行い、ワー
ルド・カフェ形式を取り入れた幅広い意
見交換を行ったことや、男女共同参画の
視点を取り入れた防災・復興の取組を進
めるための勉強会を実施予定であること
が報告されました。

■ 「国・地方連携会議ネットワークを活
用した男女共同参画推進事業」報告

　平成25年度は9団体との共催事業が行
われました。また平成26年度は、全国6
都市にて8事業を行うことが決定してい
ます（表参照）。主催団体が地域の特色・
課題に沿った共催事業を行い、その成果
を全議員で共有・活用することで、男女
共同参画社会づくりが一層進むことが今
後も期待されます。

■議員による意見交換
　意見交換に先立ち、武川恵子男女共同
参画局長から女性の活躍推進に関する最
近の施策の動きについて説明が行われま
した。また、大日向雅美議長から、連携
会議議員相互のコミュニケーションの充
実策等を盛り込んだ連携会議の今後の活
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○ 意見交換の後、発表する
　石川康晴議員
　（株式会社クロスカンパニー代表取締役社長）

○ 共催事業：ワーク・ライフ・バラン
ス「男女ともに暮らしやすい奈良県
を目指して」～パネルディスカッシ
ョン＆パパ力・男性の家事力UP大
作戦～（平成26年10月18日、奈良市）

○ 共催事業：一緒に語ろう！リケジョ
の未来「J-Win W-STEM Networking 
Conference 2014」（平成26年11月
15日、文京区）

主催団体（連携会議構成団体のみ） タイトル 日　時 場　所

① 市民生活協同組合ならコープ ワーク・ライフ・バランス「男女ともに暮らしやすい奈良県を目指して」
～パネルディスカッション＆パパ力・男性の家事力ＵＰ大作戦～

平成26年
10月18日（土）10時～ 奈良ロイヤルホテル（奈良県奈良市）

② 特定非営利活動法人ジャパン・ウィメンズ・イノベイティブ・ネットワーク 一緒に語ろう！リケジョの未来「J-Win W-STEM Networking Conference 2014」平成26年11月15日（土）10時～ お茶の水女子大学（東京都文京区）

③ 国立大学法人宮崎大学 働くことについて考える～ウィメンズラウンドテーブルin宮崎～ 平成26年
12月13日（土）13時～

宮崎大学木花キャンパス
（宮崎県宮崎市）

④ 一般社団法人日本女性科学者の会 あなたが創る未来に向けて～理系の資格と仕事～ 平成26年
12月21日（日）10時～

愛知大学名古屋キャンパス
（愛知県名古屋市）

⑤ 国立大学法人東京医科歯科大学、順天堂大学
地域とつながって研究者の研究力を育てよう
～活かしてみよう、あなたのこれまでにキャリア～

平成26年
12月23日（火・祝）13時～

東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂
（東京都文京区）

⑥ 国立大学法人お茶の水女子大学、一般社団法人東京ニュービジネス協議会
企業×女性起業家×学生の出会いで社会を活性化！「ビジネスにも運命の赤い
糸ってあるんです」～WEPs（女性のエンパワーメント原則）の実現に向けて～

平成27年
1月13日（火）12時30分～

イトーキ東京イノベーションセンター
SYNQA（東京都中央区）

⑦ 大阪府男女共同参画推進ネットワーク 性暴力被害の現状と被害者支援について 平成27年
1月14日（水）14時～

大阪府立男女共同参画・青少年センター
（大阪府大阪市）

⑧ 大阪府男女共同参画推進ネットワーク キャリア形成支援セミナー「将来の選択肢は無限大」 平成27年
2月11日（水・祝）14時～ Namba LABI Gate（大阪府大阪市）

表　平成26年度「国・地方連携会議ネットワークを活用した男女共同参画推進事業」（共催事業）実施・予定

T O P I C S Part 3

行政施策トピックス

動方針について説明が行われ、了承され
ました。
　その後、「連携会議員として今後取り
組んでいきたいこと」をテーマに小グル
ープにわかれ意見交換を行いました。出
席者からは、「連携会議には地域に密着
した活動を行っている団体も多数参加し
ている。持ち味をさらに活かすため、経
験や知恵を共有し、情報発信していくこ

とが重要」、「男性を巻き込みながら女性
のエンパワーメントを推進していきた
い」などといった積極的な意見が多数出
されました。
　連携会議では、政府の施策や国際的な
動きなどをもとに、今後も男女共同参画
社会の実現に向けた取組を具体的・積極
的に推進していきます。

◆今後開催予定の共催事業◆

○ 企業×女性起業家×学生の出会いで社
会を活性化！「ビジネスにも運命の赤
い糸ってあるんです」

（お茶の水女子大学、一般社団法人東京
ニュービジネス協議会等との共催）
日時：1月13日（火）12時30分より
場所： イトーキ東京イノベーションセン

ターSYNQA（東京都中央区）
プ ログラム：企業と女性起業家のコラボ
レーション事例や全国で活躍する女性
起業家の取組を紹介するトークセッシ
ョンなどをお楽しみいただけます。
申込は→  

○ 性暴力被害の現状と被害者支援につい
て

（大阪府男女共同参画推進ネットワーク
等との共催）
日時：1月14日（水）14時より
場所： 大阪府立男女共同参画・青少年セ

ンター（大阪府大阪市）
プログラム：
講演「性暴力の現状と性暴力救援センタ
ー・大阪SACHICOの取組み」
加藤治子氏（NPO法人性暴力救援センタ
ー・大阪SACHICO代表）
講演「当事者の視点に立つ支援とは」
中島幸子氏（NPO法人レジリエンス代表）
お申込みは→  
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大宮 英明
三菱重工業株式会社　取締役会長
一般社団法人日本経済団体連合会　副会長

佐久間 英利
株式会社千葉銀行　取締役頭取

輝く女性の活躍を加速する地銀頭取の会

ダイバーシティ推進委員会

ダイバーシティ講演会

2020年迄に女性管理職者を3倍にする目標を設定

T O P I C S Part 4

行政施策トピックス

輝く女性の活躍を加速する
男性リーダーの会「行動宣言」
賛同メンバーの取り組み
内閣府男女共同参画局総務課

女性の活躍と更なる多様性の尊重
　三菱重工は本年7月7日に創立130周年
を迎えましたが、三菱重工グループをグ
ローバル企業として更に成長させるには、
そこに働く全ての人々が、国籍、人種、
性別、年齢、習慣や文化等様々なダイバ
ーシティ（多様性）を相互に理解・尊重
し、その多様性を活かした経営が重要で
あるとのトップメッセージを全社員向け
に発信し、認識の共有を図りました。
　多様性実現に向け、先ずは「女性の活
躍を推進・支援する」、その目標として
「2020年までに女性役職者を現行の3倍に
増加させる」ことを掲げました。取組の
本質は数値目標の達成ではなく、取組を
通じて、働き方の革新や男女の意識改
革、ひいては会社全体の生産性の向上と
いった大きなうねりを起こしていくこと

にあります。
　女性支援という面では、これまでの育
児休業・短時間勤務等の制度面での充実
に加え、今後はライフイベントからの早
期復帰やキャリアアップをサポートする
様々な支援策、例えば更に柔軟な働き方
ができる環境整備や成果重視の人事評価
の徹底といった別角度からの改革や、女
性により難易度の高い目標にチャレンジ
してもらい、それをやり遂げることによ
る成功体験・達成感を積み重ねてもらう
ことも重要だと考えています。さらに、
女性がキャリアアップする為のパイプラ
インづくりも必要でしょう。
　こうした問題認識の下、21世紀のグロ
ーバル企業として、しなやかで且つ強靭
な組織文化を育み、変化を恐れず挑戦す
る企業グループとなるべく全員一丸とな
って取り組んでいます。

女性活躍推進の取組みを全国に展開
　千葉銀行は、本年4月にスタートした
中期経営計画において、管理職等への女
性の積極登用や育児支援の拡充等を経営
課題と位置付け、これらを積極的に進め
ています。7月に「ダイバーシティ推進委
員会」を組織横断的に立ち上げたほか、
8月にはダイバーシティマネジメント推
進の第一歩として、女性の管理職登用に
関する数値目標を設定し、公表しました。
10月には人材育成部内にあった「女性活
躍サポートチーム」を部として独立させ
「ダイバーシティ推進部」を新設し、「ダ
イバーシティ推進委員会」と連携を図り
ながら、ダイバーシティ意識の啓発、女
性職員のキャリア形成支援、各種制度の
整備・改善等に取り組んでいます。
　また、5月から「輝く女性の活躍を加
速する男性リーダーの会」に参加して男

性リーダーたちと意見を交わしてきまし
た。そして、そのネットワークを拡大し
ていく形で、11月には全国地方銀行協会
会員全64行の頭取・社長が参加する「輝
く女性の活躍を加速する地銀頭取の会」
が発足しました。
　これは、意欲・能力のある女性の積極
登用を地方銀行界で進めていくため、女
性リーダーの育成・ネットワーク構築を
図ることを目的に設立されたものです。
　全64行の頭取・社長が参加して発足し
ましたので、各行での女性活躍推進の取
組みだけでなく、各行が各地域でリーダ
ーシップを発揮し、全国レベルで女性活
躍推進の取組みを進めていく一助になれ
ばと考えております。本会を通じて、女
性活躍推進のネットワークの輪が広が
り、ひいてはそれが各地域の企業の人材
の一層の充実と地域経済の活性化に繋が
ることを期待しております。
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【建設業における女性数の現状と目標】

【行動計画ポイント】

【行動計画による取組事例】

【安倍総理大臣表敬】（9月9日）

【太田国土交通大臣による現場視察】
（8月20日）

T O P I C S Part 5

行政施策トピックス

場の労働環境の整備の推進を行っていま
す。また、教育訓練施設に女性専用の宿
泊棟の整備を予定するとともに、優秀施
工者「建設マスター」について、10月に
過去最高の女性5名を国土交通大臣表彰
しました。さらに、地域における女性人
材の育成・確保のネットワークを支援す
る事業について、平成27年度の概算要求
中です。
　業界の取組としては、例えば、一般社
団法人日本建設業連合会においては5年
間で女性倍増等の目標を掲げ、女性が活
躍する「なでしこ工事チーム」の登録制
度等を開始しています。また、11月には、
一般社団法人全国建設業協会が現場環境
の改善等を議題とした女性の活躍フォー
ラムを開催しています。
　「情報発信」については、9月末に女性
応援ポータルサイト「建設産業で働く女
性がカッコイイ」が開設されました。活
躍する女性の姿や現場の声、業界や行政
の取組等を広く発信していくので、ご活
用いただきたいと思います。
（ ）

女性を応援するトップメッセージ
　国土交通省では、8月に太田大臣が女
性が活躍する建設現場を視察・激励する
などトップメッセージとして女性活躍を
応援しています。また、9月には、建設
業で活躍する女性が安倍総理大臣を表敬
訪問し、激励をいただきました。さら
に、10月に決定された「すべての女性が
輝く政策パッケージ」においても、建設
業における女性活躍への支援が位置付け
られています。
　国土交通省と建設業界は引き続き一丸
となって更なる女性活躍の推進に取り組
んでいきます。

─建設業界は業界を挙げて女性の更なる
活躍を歓迎し、もっと女性が活躍できる
産業に生まれ変わります。─
　もっと女性が活躍できる建設業を目指
し、8月22日、太田国土交通大臣と建設
業5団体のトップが会談を行い、5年以内
に女性倍増を目標に掲げた「もっと女性
が活躍できる建設業行動計画」を官民共
同で策定しました。行動計画では、「女
性の活躍が、更なる女性の活躍を生む
『好循環』へ導く」としています。今回
は、この行動計画を柱とした女性活躍へ
の取組について説明致します。

「もっと女性が活躍できる行動計画」
　建設業においては、高齢化の進行、若
年入職者の減少という構造的な問題が発
生しています。女性が活躍できる現場環
境の整備等の取組は、性別・年齢問わず
担い手の育成・確保という課題に相応の
効果をもたらすものです。このため、女
性の更なる活躍を建設業の国内人材育
成・確保策の柱の一つに位置付け、官民
一体となった行動計画を策定することと
なりました。
　行動計画は、①建設業の門戸をたた
き、入ってもらうための「入職促進」、②
入職した人が継続して働き続ける「就労
継続」、③やりがいをもって、いきいき
と働くための「更なる活躍とスキルアッ
プ」の三つのステージに応じた取組とと
もに、④建設業における女性の活躍の姿
を広く発信する「情報発信」を柱に掲げ
ています。この行動計画策定を機に、官
民一体となった取組をスタートしました。

行動計画を受けた取組
　国土交通省の取組としては、例えば、
女性技術者の登用を促すモデル工事や、
トイレや更衣室など女性が働きやすい現

もっと女性が活躍でき
る建設業を目指して
国土交通省土地・建設産業局
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グループ発表の様子

講演の様子

グループでの意見交換の様子

連載／その1

　復興庁男女共同参画班では、これまで
ご紹介してきた「男女共同参画の視点か
らの復興～参考事例集～」の取りまとめ
に加え、復興活動等に男女共同参画の視
点を反映させることに対する理解を深め
るための活動も実施しています。
　今回は、9月24日に一関市で開催され
た「防災・復興について考えよう～男女
共同参画の視点から～」（岩手県主催）
の模様についてご紹介します。

講演「男女共同参画の視点から
の防災・復興について」

　はじめに、岩手大学男女共同参画推進
室准教授　堀　久美先生から、具体的な
データを示しつつ、男女共同参画の視点
からみる災害の影響や、防災・復興政策
等について説明があり、男女共同参画は
多様な人々にとっての復興のあり方を考
える一つの視点であること、どんな人も
取り残されない復興を考えることが大切
であるとのお話がありました。また、次
に続くグループワークでのヒントになる
お話もありました。

グループワーク「みんなで考え
る男女共同参画の視点からの防
災・復興」

　堀先生のご講演の後、復興庁男女共同
参画班主導で、「みんなで考える男女共
同参画の視点からの防災・復興」と題し
て、参加者が6つのグループに分かれて
グループワークを行いました。
　最初に、開催地である一関市の現状に
ついて参加者間で共通認識を持つため
に、一関市役所の方から東日本大震災発
生直後から現在までの復興に関する様子
についてお話を伺いました。このお話を
踏まえ、参加者が具体的なイメージをも
って意見交換ができるよう、次の3つの
テーマを選定しました。

テーマ1： 避難所での生活において配慮
すべきこと

テーマ2： 他の地域からの避難されてき
ている方への配慮

テーマ3：誰にでもやさしいまちづくり

　これらのテーマに沿って、「男女共同
参画の視点からの復興～参考事例集～」
等も参考にしながらグループごとに意見
交換をし、その結果をとりまとめて発表
することとしました。

グループワークの結果
　各グループとも、非常に活発な意見交
換が行われました。
　テーマ1では、避難所における「無記
名による意見集約の実現（困ったポスト
の設置）」や「避難所用レシピ集の作成」
等、テーマ2ではコミュニケーションを
図る方法としての「道の駅の活用」や
「避難してきている人の元の居住地の行
事の実施」等、テーマ3では「小さい子
から高齢者まで交流できる場の設置」や
「小さな声が活かされるまちにする」等、
今後の復興に向けた取組やまちづくりに
活かしていけるような具体的な提案や意
見が出されました。
　また、グループごとの発表も要領よく
ポイントがまとめられているものが多く
見られ、充実した内容となりました。

おわりに
　今回のワークショップの実施に当たり
ご尽力された岩手県環境生活部若者女性
協働推進室の皆様、グループワークの運
営にご協力いただいた一関市企画振興部
企画調整課の皆様に御礼を申し上げま
す。また、今回のグループワークが、復
興の一層の促進に寄与するものとなるこ
とを願っております。

こんにちは！　復興庁男女共同参画班です⑥
男女共同参画の視点を復興活動に反映させるための取組

復興庁男女共同参画班
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もたに・こうすけ／地域エコノミスト。日本政策投資銀行を経て現在、（株）日本総合研究所
主席研究員。平成合併前3,200市町村をすべて訪問し、地域特性を多面的に把握。地域振興や
人口成熟問題に関し精力的に執筆、講演を行う。政府関係の公職を歴任し、現在、男女共同
参画会議専門委員。著書に「デフレの正体」「里山資本主義」「しなやかな日本列島のつくり
かた」等がある。

Motani Kosuke ©薈田純一氏

連載／その2

地域エコノミスト・（株）日本総合研究所主席研究員　藻谷 浩介
男女共同参画　全国の現場から⑧　つくばにて　その2

会」を設立。まだNPOという組織形態が
なく、女性が会長になることも考えにく
い時代だった。
　しかしその6年後、初代会長の転勤で、
彼女自身が会長となることに。14年後に
は、NPO法成立を受けて特定非営利活動
法人に改組。現在では、活動を金銭面な
どでサポートする会員600名以上（多数
の企業会員を含む）、年間を通じて行わ
れる各種イベントや保全活動に協力する
実働部隊100名以上、という規模に成長
している。
　活動は多岐にわたる。里山の生物を観
察・記録する。人の手が入らなくなって
日当たりが悪くなった雑木林を、下草刈
りや枝打ちで明るい森に戻す。休耕田に
なっていた谷地田を借りて耕作する。池
や山に増えてきた外来種を駆除する。こ
れらを、住民のボランティアに加え、近
隣の小中学校の授業や大学のゼミ活動、
企業の職員研修の場にしてもらうことで
マンパワーを補って、多年続けているの
だ。毎月1万5千部発行する会報は、土浦
市とつくば市の小中学生全員に配布され
る。年間予算はわずか6百万円。同じ規
模の自然公園を市が運営した場合の、
100分の1以下ではないか。これまでにい
ただいた各種の賞は数知れず。ユネスコ
の「未来遺産」にも登録されている。
　この奇跡のような活動を創り出し、今
日まで続けてきた彼女も、70歳になっ
た。内心は断固としていて、しかし外側
はどこまで柔和な彼女のリーダーシップ
のもと、無数の人たちが思い思いに手を
つないで動いている。NPOの理事には最
近、34歳の若者も加わった。彼女の産ん
だ活動は、着実に次の世代へと受け継が
れ、続いていく。

　この秋再びつくばで行われた、草の根
の集まりで学んだ話をご紹介したい。
　できそうにもないことを思いつくのは
簡単だが、実際にやるのは至難だ。そん
な中、軽やかに諸事情の壁を飛び越えて
突き進んでしまう人には、どうも男性よ
りも女性が多いのではないかと感じる
（筆者比）。
　バブル真っ盛りの1989年。つくば市に
引っ越してきた40代半ばの主婦が、近所
に静かなため池を囲む緑豊かな里山を見
つけた。お気に入りの散歩コースにして
いたら、そこにも団地だのゴルフ場だ
の、いろいろな開発計画が持ち上がって
きていることを耳にした。皆さんならど
うするだろうか。何ができるだろうか。
　その里山は、当時開発に拍車のかかっ
ていた筑波研究学園都市の中心部から、
5キロメートルほどしか離れていない。
西は常磐高速道、東は国道6号線、北は
土浦駅とつくばを結ぶメインの道路に囲
まれ、道路交通は至便。そこに谷地田
（低い丘陵の間の谷間に細長く伸びる田
んぼ）と、薪を使わなくなった現代人に
は無用の雑木林が、個人地権者70名ほど
（現在では300名ほど）の所有する民有地
として、奇跡的にも100ヘクタール（1×
1キロメートル四方）ほどの規模で残っ
ていた。
　しかしそもそも他人さまの土地。しか
も自分は隣町に越してきたばかりの一主
婦。にもかかわらず、彼女は、この生物
相豊かな里山を何とか守れないかと、自
ら行動を始めた。関心を同じくする人た
ちや話を聞いてくれる地権者に働きか
け、つくば市の政府系研究機関に勤務し
ていた生態系保全の専門家の男性を会長
にして、任意団体「宍塚の自然と歴史の
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共同参画情報部 Kyodo-Sankaku Information Board

［ News & Information ］

1 News 内閣府

ダイバーシティ・マネジメントセミナー　
開催報告

3 News 国立女性教育会館（NWEC）

「企業を成長に導く女性活躍促進セミナー」
実施報告

4 News 厚生労働省

「企業経営と女性の活躍推進を考える
フォーラム」を開催しました。

2 News 国立女性教育会館（NWEC）

「アジア太平洋地域における男女共同参画
推進官・リーダーセミナー」実施報告

　9月29日（月）～10月3日（金）の
日程で「ICTが拓く女性のエン
パワーメント」をテーマとし
て、5ヵ国（カンボジア、イン
ド、フィリピン、タイ、ベトナ
ム）から、国内本部機構やNGO

に勤務する女性リーダー9名が参加し、「平成26年度アジア
太平洋地域における男女共同参画推進官・リーダーセミナ
ー」を開催しました。
　研修生は、会館の女性教育情報センターや女性アーカイ
ブセンターの見学、カントリーレポートの報告やポスター
セッションを行ったほか、NPO法人、企業を訪問し、サイ
バー空間で発生している人身取引の問題やICTを活用した
女性の在宅就業支援など、日本の取組みについて理解を深
めました。
　また、講義や視察の合間を縫って日本文化を学ぶ機会に
も恵まれ、視察先の川越女子高等学校では茶道部の活動に
参加し、日本の伝統文化にも触れました。

　厚生労働省では、10月28日に
女性の活躍推進協議会との共催
による「企業経営と女性の活躍
推進を考えるフォーラム ─男
女が共に豊かな生活と仕事での
活躍を両立できる職場・社会づ

くりを考える─」をイイノホール＆カンファレンスセンタ
ーで開催しました。
　第1部では「平成26年度均等・両立推進企業表彰　厚生労
働大臣賞」の表彰式を行い、女性が能力を発揮するための
積極的な取組（ポジティブ・アクション）や、仕事と育児・
介護との両立を支援する取組を行い、他の模範となる企業
として今年度は7社が受賞しました。
　第2部では「ライフイベントと女性の活躍推進について  
─女性が意欲を持ち続けるために─」をテーマとして、表
彰企業1社を含むパネリスト3名によるパネルディスカッシ
ョンを行い、女性が結婚・出産後も変わらず能力向上への
意欲を持ち続け、男女がともに豊かな生活と職業能力向上
を両立できる職場環境の整備をどのように進めていくかに
ついて各企業の取組が紹介され、活発な意見交換が行われ
ました。

　11月7日、内閣府は、日本商工会議所と共催で「ダイバー
シティ・マネジメントセミナー～中小企業におけるダイバ
ーシティ経営を考える～」を開催しました。これは実践事
例を参考に、社員の個性や能力を組織の活力につなげてい
くことを目的としたものです。
　基調講演として、近藤宣之氏（（株）日本レーザー代表取
締役社長）から「中小企業におけるダイバーシティ経営」
をテーマに、再就職を望む優秀な女性や外国人留学生など
の多様な人材を採用し、能力主義でモチベーションを高め
るなど自社の事業運営についてご紹介がありました。
　また、取組事例として、井口薫氏（（株）井口機工製作所
代表取締役社長）には「外国人の活躍」、平山隆志氏（AGS
（株）常務執行役員）には「ワーク・ライフ・バランスの取
組」、大西智子氏（船橋商工会議所副会頭）には「子育て支
援」をテーマにご報告いただきました。
　ダイバーシティ・マネジメントの重要性や具体的な実践
方法などについて、理解を深
めることができました。

　企業におけるダイバーシティ
（女性の活躍促進）の推進者、
管理職、リーダーを対象に10月
17日（金）～18日（土）の1泊2日で
開催しました。17日は放送大学
東京文京学習センターで、18日

はNWECで実施され、全国から80名以上が参加しました。
今回のテーマは「女性が活躍できる職場風土とは」。
　1日目は、経済産業省の施策説明に続き、イケア・ジャパ
ン、メトロールの2社が、トップダウンで推進する先進的取
組を発表しました。続く講演ではパク・スックチャ氏が、
国際比較データを用いながら女性活躍が進まない我が国特
有の事情を分析。女性が活躍できる企業風土改革の鍵が長
時間労働の是正と柔軟な労働体系の整備にあることが指摘
され、その後のパネルディスカッションでは、上記2社が加
わってこれらの課題をさらに堀り下げました。
　2日目は、NWEC研究国際室長による働く女性を取巻く状
況についてのジェンダー統計解説に続き、「アクション・ラ
ーニング」の手法を用いたグループワークが実施され、参
加者それぞれが抱える課題の共有と解決に迫りました。
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男女共同参画センターだより

　師走。振り返れば今年は
特に日本各地で自然災害に
見舞われ、甚大な被害が発
生するなど、いつ、どこで、
何が起こるかわからないこ
とが多く感じられました。
　災害時はもちろん、携帯
電話など世の中には文明の
利器がたくさんあり、非常
に役に立ちますが日常で、
そのものに頼り切っている
自分を少し反省する時があ
ります。今後は、少しばか
り自分の勘を働かせ行動し
たいと思います。
　今年も残り数日となりま
した。来年は平安な世の中
でありたいと願うばかりで
す。読者のみなさま、よい
お年をお迎えください。
 （編集担当　I.S）

【12月号表紙】
　子ども・子育ての支援が
ひろがることで実現してほ
しい暖かい家庭像をクリス
マスブーツのモチーフで表
現しました。
イラストレーション/
原田れんたろう

　平成8年にオープンした
「新潟県女性センター」は、
複合施設である新潟ユニゾ
ンプラザ内にあり、公益財
団法人新潟県女性財団が
管理運営を担っています。
　情報事業、研修事業、交
流・支援事業を基幹事業と
し、新潟県男女共同参画計
画の推進に寄与できるよう
内容の充実と効果的・効率的
な事業実施を図っています。
　このうち情報事業では、
啓 発 誌BOOK balance

治体の男女共同参画担当職
員に研修の場を提供してい
ます。
　また、県内各地域で男女
共同参画に関する実践的活
動が進むよう、市町村との
連携や支援の強化に向けて
取り組んでいます。具体的
には、①市町村との共催事
業 ②市町村主催事業へ
の運営協力 ③出前セミナ
ーという3形態で「地域セ
ミナー」を実施しています。
　交流・支援事業では、

「frameをは
ずして、き
っとあした  
私らしく」
を年1回発
行。固定的
性別役割分
担意識解消
のための意
識啓発や、

NPO等 団
体との連携
の強化を図
るため、今
年度から男
女共同参画
関連分野に
おいて実績
と専門性を
有する団体

男女共同参画に関する問題
の理解促進のためのハンド
ブックとして、市町村や団
体等の研修・学習会でも活
用いただき、好評を得てい
ます。
　研修事業では、「人材育
成セミナー」として、男女
共同参画の視点を有し、リ
ーダーシップを持って地
域・団体・企業等における
意思決定過程に参画する人
材の育成や、女性の能力発
揮や就労を支援するセミナ
ーを開催するとともに、自

の主催事業への支援を開始
しました。
　男性も女性もお互いにそ
の人権を尊重し、能力を認
め合い、発揮し合って生き
生きと充実した人生を送る
ことのできる社会に暮らす
ことが私たちみんなの願い
です。そんな社会を作って
いくための拠点として「新
潟県女性センター」を活用
いただけるよう、少数精鋭
で奮闘する毎日です。
（財団ホームページ　http://
www.npwf.jp）

News From Center

新潟県女性センター
公益財団法人新潟県女性財団

啓発誌BOOK balance「frameをは
ずして、きっとあした 私らしく」
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